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上田市学生等地域就職促進奨学金支援事業 

 

就業規則、賃金規程等への奨学金の返還支援の規定の方法について 

 

１ 常時使用する労働者が10人以上で、就業規則、賃金規程等を既に定めている場合   

◎就業規則等において奨学金の返還支援を定めるに当たっては、次の２通りの方法があります。 

  ① 既存の就業規則、賃金規程等に奨学金の返還支援に係る手当等の条項を追加する 

  ② 既存の就業規則、賃金規程等に条項を追加した上で、詳細を別規程で定める 

☛記載例ア、イ 

 

 ◎なお、就業規則、賃金規程等を変更する場合は、従業員への周知を行うほか、労働基準監督署

に届け出る必要があります。 

 

２ 常時使用する労働者が10人未満で、就業規則、賃金規程等を定めていない場合  

 ◎従業員の奨学金の返還支援について、社内規程を新たに作成する必要があります。 

☛記載例イ 

 

＜記載例＞１－②既存の就業規則に条項を追加した上で、詳細を社内規程で定める場合 

 ◎就業規則等の作成に当たっては、支給対象者の範囲、支給時期（毎月支給、賞与時支給 等）、 

金額等を記載していただく必要があります。 

 

＜記載例ア「就業規則」＞ 

以下は記載例ですので、支給対象者の範囲、支給時期、金額など、自由に規定していただい

て構いません。 

 

 

 

 

 



 

 

＜記載例イ「社内規程」＞ 

以下は記載例ですので、支給対象者の範囲、支給時期、金額など、自由に規定していただい

て構いません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 下線で例示した支給に係る要件などについては、各中小企業等により従業員数や従業員の

住所地等の条件が異なりますので、労働基準法の均等待遇の観点を踏まえ、労使で十分に話

し合った上で、規定内容を決定してください。 


